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Abstract

Thispaperinvestigatesthee鮎ctsofthedeterminationofwagebylaborunionontheR＆Dchoices

offoreignexporterswhentheimportingcountryadoptseitheruniformor discriminatoryalternative

tariffregimes…Weshowthattheimportingcountrycould op丘mallychooseadiscriminatorytariffre－

gime．nlediscriminatorytariffregimeisalsodifferent丘・OmtheuniformOneintheeffectsofincrease

inwagesofforeignexportersontheR＆Dlevel・

1…　はじめに

本稿はいくつかの目的を持っている。第一には自国（ガ）及び外国（ダ）が第三国1）に輸出する

状況のもとで、差別的な関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税のいずれが輸入国にとって望まし

いのかという問題を分析することである。第二に輸入国による関税政策の相違つまり差別的関税政

策と同一関税政策が自国及び外国企業の研究開発投資（以下R＆D投資）に対する影響を分析する

ことである。第三に自国企業と外国企業のR＆D投資の水準及び輸入国の関税政策が労働組合によ

る賃金決定にどのように影響を与えるのか、さらに輸入国の関税政策にどのような影響を与えるの

かを分析することである。

本稿の分析と同様に3国モデルによって企業のR＆D活動と輸入国による関税政策の効果を分析

した研究の端緒はChoi（1995）が存在する。Choi（1995）は3段階のゲームを考えており、第1

段階で自国企業と外国企業が技術の選択を行う2）。第2段階では輸入国が自国企業と外国企業の費

用水準を観察して自国の厚生を最大化するように輸入関税の水準を設定する。第3段階では自国企

＊　亜細亜大学経済学部教授

1）以下輸入国と呼び、〟とする。

2）具体的には限界費用は一定で、その限界費用の水準を決定する。ただし、その費用を実現するためにサ

ンクコストを負担しながらR＆D投資を行う必要がある。
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業と外国企業が輸入国においてクールノーの仮定に基づき生産量を決定する。Choi（1995）は本

稿と同様に差別的関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税政策の効果を分析しており、企業の技術

選択では同一関税政策のもとで企業は生産コストを削減する技術を選択していることを示している。

この結果、輸入国は最恵国待遇を採用し、同一関税政策を選択した方が輸入国の厚生が高まるが、

自国及び外国の厚生は低下していることが示されている。

Choi（1995）の研究を出発点として関連論文がいくつか誕生している。HoribaandTsutsui

（2000）は差別的関税政策と同一関税政策が輸出国の生産能力に対する長期の影響を分析しており、

差別的関税政策のもとでは企業は生産能力を低下させ、生産水準を減少させることを示している。

LiaoandWong（2006）はBrander－Spencer型の戦略的貿易政策のもとでの輸出補助金政策が輸入

国による差別的関税政策により輸出税となることを示している。uaO（2008）は輸出国のR＆D活

動にスピルオーバー効果が存在する時、輸入国の最適政策は同一関税政策であることを示している。

また、R＆D活動にスピルオーバー効果が十分に大の時、輸出国にとっても同一関税政策の方が望

ましいことを示している。

本稿の分析はuao（2008）のような研究開発の水準を内生化したものを用いており、生産技術

を労働のみを用いた限界生産力一定の単純な生産関数を用い、限界費用が貸金水準に等しいタイプ

の費用関数を考えている。uaO（2008）と同様にプロセスイノベーション型のR＆D投資であり、

具体的には限界費用を低下させる活動となっている。さらに本稿の特徴は自国企業の賃金水準を独

占的な企業内労働組合が決定する構造となっている3）。従って、Choi（1995）とのゲーム論的な構

造の違いは労働組合の賃金決定の手番が自国企業と外国企業の技術選択決定の前に行われている。

このような構造を持つことにより賃金決定がR＆D投資に影響を与え、さらに輸入国の関税政策に

影響を与えることになる。

労働組合が企業の研究開発に与える研究はそう多くなく、ManasakisandPetrakis（2007）はRJV

（ResearchJointⅥ∋nture）型のR＆D投資と企業間競争型のR＆D投資の選択に与える労働組合の影

響を分析している。具体的には労働組合の形態として産業別労働組合と企業内労働組合を考え、い

ずれの形態が上記のR＆D投資の形式を選択するのかを考察している。彼らの分析ではいわゆる

ホールドアップ問題の議論とは対照的に企業は競争型のR＆D投資を選択し、しかも技術のスピル

オーバーが低いときには産業別労働組合の形態においてR＆D投資が積極的に行われることを示し

ている。また、R＆D投資の水準は産業別組合よりも企業別組合の方が高い水準となっていること

も示されている。

RuizandCorredera（2003）は本稿の分析と共通の視点を持っている。それは労働組合の賃金決

定が企業のR＆D投資の水準にどのような影響を与えるかという点である。彼らの分析は企業別労

働組合が同時手番で賃金水準を決定するケースと企業別労働組合が逐次的に賃金決定するケースに

3）nkahashi（2009）では労働組合と企業間の交渉によって賃金水準を決定する分析となっている。
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分け、R＆D投資の水準に与える影響を分析している。彼らの分析では企業は同時手番による賃金

決定を選好し、またこの賃金決定においてR＆D投資の水準が促進されることを示している。

労働組合とR＆D投資の実証分析としてはMenezes－Filho，UlphandReenen（1998）では英米両

国について検証しており、労働組合とR＆D投資の水準は負の関係があることが示されている。我

が国の研究では森川（2008）によると、「米国の先行研究とは異なり、日本の労働組合は当該企業

の生産性の水準及び伸び率と有意な正の関係を持っている。労働組合と賃金との関係（労働組合賃

金プレミアム）はプラスだが、生産性プレミアムと同程度の大きさであり、結果として労働組合と

企業収益の間にマイナスの関係は見られない。」ということが指摘されている。

本稿におけるゲームの構造はすでに説明したように第1段階では労働組合が賃金水準を決定し、

第2段階では自国企業と外回企業が同時手番で研究開発の水準を決定する。第3段階では輸入国が

自国の厚生を最大化するように輸入関税の水準を決定し、第4段階では自国企業と外国企業がクー

ルノーの仮定に基づき、輸入国への輸出量を決定する。このゲームの均衡概念は部分ゲーム完全均

衡である。従って、通常の手続きに従い、バクワードに解くことになり、第4段階の自国企業と外

国企業の輸出量の決定から考察する。

本稿は次節において基本モデルを提示し、自国企業と外国企業の輸出量の決定から分析を始め，

差別的関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税政策の違いが企業のR＆D投資にどのような影響を

及ぼすかを分析している。第3節では労働組合の賃金決定の影響を分析している。第4節では輸入

国及び輸出国にとって差別的関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税政策のどちらが望ましいのか

を分析している。第5節が結論である。

2．基本モデル

自国企業と外国企業は輸入国市場に財を輸出しており、両国の輸出財は同質的な財であり、輸入

国市場では財の供給者は存在しない。また、自国企業と外国企業はそれぞれの国内への供給は行っ

ていない。輸入国内の市場の逆需要関数は以下のように与えられている4）。

l＝α－ズーγ （1）

ただし、lは輸入国内市場における財価格であり、ガは自国の供給量であり、γは外国の供給量で

ある。自国企業と外国企業の生産関数はそれぞれ∬＝ん，ツ＝んであり、ん，んは自国企業及び外国

企業の労働投入量をそれぞれ表す。従って、自国企業と外国企業の費用関数は

伽＝（乱厄一方）∬　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

4）1もknhashi（2009）ではChoi（1995）と同様に一般的な需要関数を用いて分析している。
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む＝（眈ダー席）プ （3）

となっている。紗i（i＝〟，ダ）は自国及び外国の賃金を表し、メ（i＝ガ，ダ）は自国及び外国のR＆D

投資の水準を表す。R＆D投資に伴うサンクコストは

萱（i＝即）　　　　　　　　（4）

である。また、輸入国が自国企業及び外国企業に対して課す輸入関税は従量税タイプであり、それ

ぞれね，缶である5）。（1）－（4）より、自国企業と外国企業の利潤はそれぞれ、

和＝（α一ズーク）∬－（紗〟イ「玩）∬一号

恥＝（α－ズー由一（抑F十存）∬一号

となる。

（5）

（6）

2…1差別的関税政策のもとでのR＆D競争

差別的関税政策のもとでは（5）及び（6）からクールノーの仮定に基づき、1階条件を求め、自

国企業と外国企業の生産量を求めると、

∬＝

プ＝

α－2紺〟＋紺F＋払一席－2玩＋存

α－2恥＋紺〟＋訪一方－2存＋ね

（7）

（8）

となる。次にゲームの第3段階である輸入国の厚生を最大化する最適な輸入関税の水準を考える。

輸入国の厚生は消費者余剰と自国及び外国企業に課した関税収入の和となるので、

＿（∬＋ッ）2
lIて11＝ ＋ら∬＋らツ （9）

となる。ただし、帆は輸入国の厚生を表す。（9）に（7）及び（8）を代入し、輸入国の厚生を最

5）輸入国が差別的な関税政策を採用した場合、b≠わであり、自国及び外国に対して最恵国待遇を与えた
場合、玩＝鋲である。
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大化するような自国及び外国への輸入関税の水準を求めるためには玩，わによる帆の1階条件を

求め、

些＝α－5れ汗4叫＋新一朝一11J汁玖
∂才一　　　　　　　　　　9

＝0，i，ノ＝ガ，ダ，α机上わ与　（10）

となる。（10）より輸入国の厚生を最大化する自国及び外国の輸入関税の水準が求まり、

才，＝
2（2－3棚，＋叫＋誹一方

i，ノ＝ガ，F，α前日≠ノ　　　　　（11）

となる。輸入国はその厚生を最大化することを目的として輸入量を抑制するために輸出国のコスト

増となる場合、輸入関税を抑制し、コスト減となる場合、輸入関税を上昇させる。（11）で示され

ているように自国の場合、自国の賃金上昇は輸入関税の低下をもたらし、自国企業のR＆D投資の

水準の上昇はコスト減となるため、輸入関税の上昇をもたらしている。一方、外国企業のコスト増

は自国企業の輸出増につながるので、関税水準の引き上げとなる。具体的には外国の貸金の上昇及

び外国企業のR＆D投資の水準の低下は自国企業に対する輸入関税の上昇となる。

捕題1自国（外国）の賃金上昇は自国（外国）への輸入関税の水準を低下させ、自国（外国）企

業の研究開発の水準の上昇は自国（外国）への輸入関税の水準を上昇させる。外国（自国）の賃金

の上昇は自国（外国）の輸入関税の水準を上昇させ、外国（自国）企業の研究開発の水準の上昇は

自国（外国）の輸入関税の水準を低下させる。

次に第2段階の自国企業と外国企業が同時手番でR＆D投資の水準を決定する状態を考える。

（11）を（5ト（8）に代入すると、自国企業の利潤及び外国企業の利潤はそれぞれの企業のR＆D

投資の水準と賃金の関数となる。従って、それぞれの企業の利潤を九鬼で1階条件を求め、整理

すると、

メ＝
15α＋紺，－27坤′

65
z，ノ＝ガ，ダ，α矧di≠ノ （12）

となる。（12）は自国（外国）の賃金上昇は自国のR＆D投資の水準の低下をもたらし、外国（自

国）の賃金の上昇は自国企業のR＆D投資の水準の上昇をもたらしている。その理由は以下のよう

に考えることが出来る。自国企業の賃金上昇は補題1が示しているように自国に対する輸入関税

の低下をもたらすだけでなく、外国企業への輸入関税の上昇をもたらすので、これを自国企業が読

み込んでコスト削減につながるR＆D投資の水準を低下させることになる。

補題2　自国（外国）の賃金上昇は自国（外国）企業の研究開発の水準を低下させ、外国（自国）

企業の研究開発の水準を上昇させる。
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2．2　最悪周待遇のもとでのR＆D競争

輸入国が自国及び外国に対して最恵国待遇を与えた場合、輸入関税は同一水準となり、玩＝わ＝才

を満たしており、これを考慮に入れ（5）及び（6）からクールノーの仮定に基づき、1階条件を求

め、自国企業と外国企業の生産量を求めると、

∬＝

プ＝

α－2恥＋紺ダ＋2粒一席一才

α－2紗ダ＋紺〃＋訪一五一才

（13）

（14）

となる。次にゲームの第3段階である輸入国の厚生を最大化する最適な輸入関税の水準を考える。

輸入国の厚生は消費者余剰と自国及び外国企業に課した開税収入の和となり、（9）に（13）及び

（14）を代入し、輸入国の厚生を最大化するような輸入関税の水準を求めるためには才による帆

の1階条件を求めることとなり、

∂帆＿2（7－的－叫＋メ＋メー8才

∂J　　　　　　　　9
＝0，i，ノ＝ガ，ガ，α如＝≠ノ　（15）

となる。（15）より輸入国の厚生を最大化する自国及び外国の輸入関税の水準は、

J＝
2α－紺．一叫＋メ＋メ

z，ノ＝ガ，ダ，α由り≠ノ （16）

となる。（16）より自国の貸金及び外国の貸金が輸入関税に与える影響は（11）とは異なる。同一

関税政策のもとでは輸入国による差別的政策が出来ないため、自国の賃金及び外国の貸金が上昇す

ると、輸入関税の水準を引き下げることになる。

次に第2段階の自国企業と外国企業が同時手番でR＆D投資の水準を決定する状態を考える。

（16）を（5），（6），（13），（14）に代入すると、自国企業の利潤及び外国企業の利潤はそれぞれの

企業のR＆D投資の水準と貸金の関数となる。従って、それぞれの企業の利潤を九鬼で1階条件を

求め、整理すると、

メ＝
5°＋25的－30坤′

11
z，ノ＝ガ，ダ，α如＝≠ノ （17）

となる。最恵国待遇のもとでの同一関税政策では（17）が示すように自国（外国）の賃金上昇は自

国（外国）企業のR＆D投資の水準を上昇させ、外国（自国）の賃金の上昇は自国（外国）企業の
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R＆D投資の水準を低下させる。自国の賃金上昇は2つの効果に分けて考える必要がある。ひとつ

は自国企業の限界費用を増大させる影響であり、別の効果は自国賃金の上昇により輸入国が輸入関

税を引き下げる影響である。前者はR＆D投資の水準を引き上げる方向に働き、後者はR＆D投資

の水準を引き下げる方向に働く。前者の効果の方が直接的な効果なので、自国企業は結果としてR

＆D投資の水準を自国賃金が上昇した場合、引き上げて限界費用を低下させようとする。

差別的関税政策と同一関税政策のR＆D投資の水準への影響が異なることから以下の命題が導出

される。

命題1差別的関税政策のもとでは自国（外国）の賃金上昇は自国（外国）企業の研究開発の水準

を低下させ、外国（自国）の賃金上昇は自国（外国）企業の研究開発の水準を増大させる。最恵国

待遇に基づく同一関税政策が実施された場合、自国（外国）の貸金上昇は自国（外国）企業の研究

開発の水準を増大させ、外国（自国）の賃金の上昇は自国（外国）企業の研究開発の水準を低下さ

せる。

3．労働組合の賃金決定の影響

自国企業は企業内労働組合が存在し、その労働組合は〝＝的∬を最大化するように貸金水準を

決定する。従って、ゲームの第1段階である労働組合による賃金決定を差別的関税政策のケースと

最恵国待遇に基づく同一関税政策のケースに分けて考える。自国企業の労働組合が賃金決定をする

とき、外国企業は完全競争的な市場より一定の貸金水準のもとで労働者を雇用していると仮定する。

これより自国の労働組合は外国に賃金水準を所与として効用最大化を実現するように賃金決定を行

うため、自国の賃金は外国の賃金の関数となる。

3．1差別的関税政策のもとでの労働組合の貸金決定とその影響

自国企業のR＆D投資の水準は（12）で与えられているので、これを（11）に代入し、さらに

（7）に代入することから、自国企業の生産量は

20α－36紺〃＋16祝年

65
（18）

となり、（18）を労働組合の効用関数である〝＝触ガに代入し、1階条件を求めることで、労働組

合による賃金水準が求まり、

比，／1＝
5（7＋2祝年

18
（19）
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となる。（19）は（11）及び（12）より次のように考えることが出来る。外国の賃金上昇の効果は

自国企業のR＆D投資の水準を低下させ、輸入関税の引き下げ効果となり、自国企業の輸出量の増

大につながるので、労働組合は貸金上昇を求める。次の効果は外国の賃金上昇は外国企業によるR

＆D投資の水準を上昇させ、これは自国企業への輸入関税の低下につながり、自国企業による輸出

量の増大となり、労働組合は賃金上昇を求める。最後に外国の賃金上昇は直接的には外国企業の輸

出量を低下させるので、輸入国は自国への関税水準を引き上げることになる。前者の2つの効果が

後者の直接効果を上回るために、外国の賃金上昇は自国の賃金上昇につながる。

（19）より自国及び外国企業のR＆D投資の水準そして輸入国による自国及び外国に対する最適

関税の水準が外国の賃金水準の関数として求まり、

み＝莞＋孟紺F

廉＝

1〝＝

ね＝

55α－73祝ダ

195

10α＋8秒F

65

220（7－292祝ダ

585

（20）

（21）

（22）

（23）

となる。（20）及び（21）では外国の賃金上昇は直接的効果として（12）より自国（外国）企業の

R＆D投資の水準を引き下げる（引き上げる）が、（19）より自国の賃金上昇を通じて自国（外国）

企業のR＆D投資の水準を引き上げる（引き下げる）効果が大なので、外国賃金の上昇は自国（外

国）企業のR＆D投資の水準を引き上げる（引き下げる）。（22）及び（23）については次のように

考えることが出来る。（11）からわかるように直接的影響は自国（外国）への輸入関税引き上げ

（引き下げ）効果である。間接的な影響では自国の賃金上昇を通じて輸入関税を引き下げる（引き

上げる）効果となるが、自国企業のR＆D投資の水準の上昇を通じて輸入関税を引き上げ（引き下

げ）、外国企業のR＆D投資の水準の低下を通じて輸入関税を上昇（低下）させる効果がある。以

上の4つの効果のなかで、3つの効果が大であるために自国（外国）への輸入関税の水準が上昇

（低下）することになる。

命題2　差別的関税政策のもとでは外国の貸金上昇は労働組合による自国企業の賃金上昇をもたら

し、自国（外国）企業の研究開発の水準を上昇（低下）させ、自国（外国）への輸入関税を上昇
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（低下）させる。

3．2　最恵国待遇のもとでの労働組合の賃金決定とその影響

自国企業のR＆D投資の水準は（17）で与えられているので、これを（16）に代入し、さらに

（13）に代入することから、自国企業の生産量は

4（7－35棚〟＋31紺F

11
（24）

となり、（24）を労働組合の効用関数である〝＝的∬に代入し、1階条件を求めることで、労働組

合による賃金水準が求まり、

4α＋31れlダ
紺〃＝

70
（25）

となる。（25）は（16）及び（17）より差別的関税政策と同様に考えることが出来る。

（24）より自国及び外国企業のR＆D投資の水準そして輸入国による自国及び外国に対する最適

関税の水準が外国の賃金水準の関数として求まり、

カ＝

斤＝

f＝

となる。

90α－265紺ダ

154

23（7＋82紺ダ

77

136α－101紺ダ

385

（26）

（27）

（28）

命題3　最恵国待遇に基づく同一関税政策では外国の賃金上昇は労働組合によって自国企業の賃金

上昇をもたらし、自国（外国）企業の研究開発の水準を低下（上昇）させ、輸入関税を低下させる。

外国の貸金上昇が自国企業と外国企業のR＆D投資の水準に対して同一関税政策は差別的関税政

策とは異なった効果となっている。外国の賃金上昇は輸入国による関税水準の引き下げにつながる

ので、自国企業は限界費用削減効果をもたらすR＆D投資の水準の抑制することから、異なった効

果となっている。

35



経済学紀要　第33巻　第1／2号

4．差別的関税政策と最恵国待遇は輸入国及び

輸出国にとってどちらが望ましいのか

（19）－（23）及び（25）－（28）より差別的関税政策と最恵国待遇のもとでの輸入国の厚生が求ま

る。差別的関税政策のもとでは

‰＝票α2－去票紬＋票抑鼻

であり、最恵国待遇に基づく同一関税政策では

帆＝莞α2一票紬＋
332531

169400
紺屋

（29）

（30）

となる。一般性を失うことなく、外国の賃金を紗ダ＝1と仮定すると、市場規模を表すαのみの関

数となり、（29）及び（30）から、差別的関税政策のもとでの厚生と同一関税政策のもとでの厚生

の差を求めると、

6602564。　210302203

96621525W　　96621525

1258387337

772972200
（31）

となる。（31）より輸入国の厚生が同一関税策と差別的関税策が等しくなる自国の市場規模の水準

をα0⊇≡32…57とすると、以下の命題が導出される。

命題4　外国の貸金水準を1とするとき、差別的関税政策が最恵国待遇に基づく同一関税政策より

も輸入国の厚生を高める自国の市場規模はα＞α0を満たしているときである。

自国及び外国にとって差別的関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税政策のいずれが望ましいの

かという問題については詳細な計算は省略し、簡単な説明を行う。輸入国にとって差別的関税政策

を採用することにより輸入量を抑制し、消費者余剰の拡大を通じて自国の厚生を高めることが出来

る。これは裏返して考えるならば、輸出国にとって輸出量の抑制につながり、輸出国には望ましい

とはいえない。従って、輸出国は最恵国待遇に基づく同一関税政策が望ましいことになる。

5．結論

本稿の第一目的である輸入国にとって差別的関税政策と最恵国待遇に基づく同一関税政策のどち
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らが望ましいのかという問題に対して数値計算に基づく結論ではあるが、現実的な市場規模を考え

た場合、差別的関税政策の方が望ましいことになる。これはChoi（1995）及びLiao（2008）の最

恵国待遇に基づく同一関税政策を選択した方が輸入国の厚生が高まるという結論とは異なる。また、

輸出国の立場では詳細な分析は省略したが、Choi（1995）と同様に差別的関税政策の方が望まし

く、これはuao（2008）とは異なっている。本稿の分析の相違点の主要な要因は自国企業の労働

組合による賃金決定という問題を導入したからである。

第二の目的は差別的関税政策と同一関税政策が自国及び外国企業のR＆D投資に対する影響を分

析することである。本稿はChoi（1995）の分析のような技術の選択という問題ではなく、内生的

にR＆D投資の水準を決定し、しかもその投資水準に対して労働市場が及ぼす影響を併せて分析し

ている点が特徴となっている。uaO（2008）も本稿と同株に内生的にR＆D投資の水準を決定して

いるが、労働市場との関係は分析されていない。また、本稿の分析とも類似したものとしてSaggi

（2004）が存在し、本稿よりより一般的なフレームワークで分析している。具体的には輸出国に国

内消費を導入し、輸入国内部に生産者を導入している。このような拡張は本稿でも可能ではあるが、

労働市場との関連性を重視したものではないので、あまり望ましい拡張ではない。

第三の目的は自国企業と外国企業のR＆D投資の水準に労働組合による貸金決定がどのように影

響を与えるのか、さらに輸入国の関税政策にどのような影響を与えるのかを分析することである。

R＆D投資の水準に与える影響は関税政策の選択によって全く逆の影響を与えている。具体的には

外国の貸金水準の上昇は差別的関税政策と同一関税政策のいずれにおいても自国の賃金を上昇させ

るが、差別的関税政策の場合、自国企業のR＆D投資の水準を促進するが、外国企業のそれを抑制

し、同一関税政策では全く逆の効果となっている。R＆D投資と労働市場の問題は輸入国の関税政

策と密接な関係を持つことが示されている。労働組合の存在が企業のR＆D投資の水準に影響を与

える分析としてはRuizandCorredera（2003）やManasakisandPetrakis（2007）が存在するが、

彼らの分析は国際的な研究開発競争という視点が欠落し、さらにそのために関税政策がR＆D投資

に与える影響や労働組合の貸金交渉に与える影響も考えていない。本稿は労働組合、研究開発の問

題そして最恵国待遇条項を含めた貿易政策を総合的に扱った分析となっている。

参考文献

［1］Choi，J．P，1995，“OptimalTar迂fsandtheChoiceof恥chnologyDiscriminatoryTari茸svs．the‘Most

FavoredNadon’Clause”，J？umal〆IntemationalEconomics，Vol．38（1T2），pp…143－160．

［2］Liao，PC．，2007，‘‘InternationalR＆DRivalrywithSpilloversandPolicyCooperationinR＆DSubsidies

andTbxes’’，IntemationalEconomicjoumal，Vol．21（3），pp．399－417．

［3］Manasakis，C．andE…Petrakis，2007，“UnionStruCtureandFirmsIncentivesforCooperativeR＆DIn－

37



経済学紀要　第33巻　第1／2号

VeStmentS”，WorkingPapersO705，UniversityofCrete，DepartmentofEconomics．

［4］Menezes－Filho，N．，D．UlphandJ．M．ⅦnReenen，1998，“R＆DandUnionBargaining：Evidenceh・Om

BritishCompaniesandPlantS’’，IndustrialandLaborRelationsReview，Vol．52（1），pp．45－63．

［5］森川正之，2008，「日本の労働組合と生産性p企業データによる実証分析－」RIEnDiscussionPa－

perSeriesO8－J－030。

［6］Ruiz，J．C．BandM．L．C…Corredera，2003，‘nmingofWageSettingwhenFimsInvestinR＆D”，

BIIJOKl200314，UniversidaddelPaiSⅦsco，DepartamentodeEconomiaAplicadaIII．

［7］Saggi，K，2004，‘VrariffsandtheMostFavoredNationClause”，joumalqfInternationalEconomics，

Ⅵ）1．63，Issue2，pp．341－368…

［8］1hkal1aShi，T，2009，‘rnleImpactofunioniza仕onontarifEpolicyandInternationalR＆D，，，mimeo…

［9］Ulph，A．andD．Ulph，1998，“LabourMarkets，BargainingandInnovation，，，EuYPPeanEconomicReview，

Ⅵ）1．42（3－5），pp…93ト939．

3β


